
 1 / 13 

第2期健全化戦略 資料 
柏原市⾏財政健全化戦略 
 「重点的・戦略的な⾏財政運営を実現する予算編成の実施」 

柏原市において人口増減が歳入歳出に与える中
⻑期の影響 

§１ 人口増減が歳入歳出に与える中長期の影響を考察す

る理由  

柏原市では、平成17年度から⾏財政改⾰に取り組んで
きました。バブル崩壊による経済の低成⻑期が⻑く続い
たこと、また、平成20年のリーマンショックを起因とし
た世界的⾦融危機で、さらに経済状況が悪化したことか
ら、それまでの歳出に⾒合う歳入の確保が難しくなり、
⾏財政改⾰に取り組まなければ、市⺠サービスの提供が
できなくなると考えられたためです。 

平成17年度から平成21年度までの「柏原市新⾏財政計
画」では、5箇年で約64億円が不⾜するとなった収⽀⾒通
しの額を目標に、事務事業の再編、整理、廃⽌、統合や、
受益者負担⾦の⾒直し、定員管理や給与の適正化などに
取り組み、約75億円の効果額を得ることができました。 

また、平成22年度から平成26年度までの5箇年を集中
取組期間とした「柏原市⾏財政健全化戦略」においては、
引き続き、⾏財政改⾰に取り組むことで、約31億円の歳
入不⾜額に対し、約48億円の効果額を得ることができま
した。 

財政健全化団体への転落を回避し、⾃⽴した⾏財政運
営の「基盤」を形成することができたのは、このように
収⽀⾒通しを⽴て、⾏財政改⾰の目標を明確にして取り
組んだ成果と言えます。 

  ⾏財政改⾰に取り組むことによって、事務事業の効率
化、⾏財政運営のスリム化を図ることができましたが、
その取組は、市政の無駄を排する取組であり、現状に窮
する事態や激変する社会情勢に対する「事後的」「応急的」
な取組でもありました。 

しかし、社会では大都市一極集中化に伴う⽣産年齢人
口の流出が地方都市の経済活動を縮小させ、また、少子
齢化の進展に伴う社会福祉費の増大により、今後、歳入
と歳出のバランスを大きく崩し、消滅する地方都市が出
てくると危惧されています。 

このことから、今後の⾏財政改⾰には、将来を⾒越し
た「事前的」「予防的」な観点も加え、取組を⾏うことが
必要となっています。 

  そこで、現状の財政状況をベースとした今後5年間の短
期的な収⽀⾒通しに加え、将来人口推計をベースとし、
10年、20年後の人口減少が歳入歳出に与える中⻑期の影
響を考察し、今後の⾏財政改⾰の一つの指針としていき
たいと考えました。 

§２ 柏原市の将来人口 

第4次柏原市総合計画において、柏原市の将来人口は8
万人と目標が掲げられています。 
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しかし、平成27年1月末時点の人口は約7万2千人、第4
次総合計画策定前の平成22年1月時点の人口が約7万4千
人と、目標とは反対に約2千人減少していることになりま
す。 

柏原市の人口推移を平成2年から平成22年の国勢調査
のデータから⾒ると、総人口は平成7年をピークに減少し
ています。⽣産年齢人口も平成7年をピークに減少してい
ますが、総人口を上回る減少率となっています。そして、

年少人口は平成2年をピークに減少の一途を辿っていま
す。 

一方、人口推計では、下の グラフ-１ 及び次頁の 表-１
の推計表のとおり、平成32年に65歳以上の高齢者人口(人
口統計では⽼齢人口とも言います。)は、ピークを迎え、
その後減少していくものの、それ以上に⽣産年齢人口、
年少人口が減少していくとされていることから、総人口
に占める高齢者人口の割合は増加していくことになりま
す。

 
グラフ-１ 
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この人口推計は、国⽴社会保障・人口問題研究所の人口
推計の算定方法に準じた内閣官房の平成25年4月のデー
タです。約2年前のデータになりますが、現時点での最新
のデータとなります。(全国データを集計するためタイム
ラグがあります。) このデータから推計された平成27年
の人口は72,325人となっています。本市の平成27年1月
末時点の人口は72,062人であることから、推計値の精度
は比較的高いと考えられます。 

§３ 人口推計から予測された人口増減が歳入歳出に与え

る影響 

前述のとおり、人口の推移がこの推計のどおりに進む
と、⽣産年齢人口、年少人口の減少により市税が減少す
るとともに、高齢者人口の占める割合の増加に比例して
社会福祉費が増大していくことが容易に推測できます。 

①生産年齢人口の減少が歳入に与える影響 

次頁の グラフ-２のとおり、柏原市の主たる財源は市税
であります。さらに市税の内訳を調べると、グラフ-３ に
表したように個人市⺠税がその約４割、固定資産税も同
じく約4割で、合わせて8割を占めています。 

これらの税は、人口が増加しているときは歳入の増に
結び付き、景気の動向に左右される法人市⺠税と比較し
て安定した税とされていました。しかし、「大都市一極
集中化に伴い⽣産年齢人口が流出している」「少子齢化の 

 

表-１ 
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進展に伴い高齢者が増加している」といった局面を迎え
ている本市の状況を考えると、現在、安定した税とは言
えない状況にありますので、人口流出や人口減少がこれ
らの税収にどのような影響を与えるのかを整理します。 

市税が増収する要件は個人収入が良くなることです。
そのためには景気の回復が必要です。しかし、景気が回
復し、個人収入が良くなっても、課税対象の人口が減少
していれば、個人市⺠税は縮小します。 

固定資産税は、景気に最も左右されますが、土地を取
得する世代は⽣産年齢人口です。また、個人市⺠税は、
働き世代の⽣産年齢人口が主⼒となります。 

次頁の グラフ-４は市税と⽣産年齢人口の推移です。⽣
産年齢人口と比例して市税が増減しており、⽣産年齢人
口の増減は市税に大きく関わるということが分かります。 

したがって、主な課税対象といえる⽣産年齢人口の減
少は、市税への景気回復効果が得られ難いものとなりま
す。 

補⾜ですが、次頁の 表-２ は平成17年度から平成26年
度までの社会動態(転入数－転出数)です。平成23年度ま
では転出超過数が約 380人〜 800人と激しく変動して い
るものの、平成24年度からの推移は約280人〜370人と、
300人前後の推移で収まっています。 

 

 

グラフ-２ 

グラフ-３ 
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しかし、平成24年〜平成26年のデータでは、表-３ のと
おり転出超過数のうち20才〜39才の転出超過数が161人
〜265人となっており、平成24年は全転出超過数の約4割
でしたが、平成25年と平成26年は約7割となっています。
このことから推察すると、転出者の多くが働き盛りの⽣
産年齢人口の世代、とりわけ子育て世代を含む若い世代
が減少していると考えられます。 

このため、景気が回復し好転したとしても、その影響
は大きく波及せず、市税収入が大きく増加することは望
めない状況であると言えます。 

②高齢者人口の割合増が歳出に与える影響 

一方、歳出においては、少子高齢化の進展や不景気に
よる就労機会の喪失で、歳出全体に占める社会保障費の
割合が大きくなってきています。 

そこで、社会補償費が増加する要因の一つである高齢
化について柏原市の状況を⾒てみます。  

国土交通白書 (2012)第2章｢持続可能で活⼒ある国土・地
域づくりをめぐる現状と課題｣では、  

グラフ-４ 

表-２ 

グラフ-４ 

表-３ 
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① 高 齢 化 率 の 推 移 は 大 都 市 圏 に 比 べ 、 地 方 圏 で の 高 齢 化 率 が 上 回 っ て  
い る 。  

② H22高 齢 化 率 は 秋 ⽥ 29.6％ 、 島 根 29.1％ 、 高 知 28.8％ の 順 。 三 大 都 市
圏 は 東 京 20.4％ 、 大 阪 22.4％ 、 愛 知 20.3％ の 順 で あ る 。  

③ 逆 に 高 齢 人 口 の 増 加 率 は 、 地 方 圏 よ り 大 都 市 圏 に 方 が 上 回 っ て い る 。 
④ H22と H2の 高 齢 人 口 を 比 較 す る と 、 地 方 圏 は 1.7倍 の 増 加 、 首 都 圏 は

2.3倍 の 像 で あ る 。  
⑤ H17年 ~H22年 の 5年 間 で も 高 齢 人 口 は 地 方 圏 の 約 92万 人 に 対 し 、 首 都

圏 は 約 146万 人 増 で あ る 。  

と分析されており、高齢化は｢地方圏はある程度進んだ状
態、大都市圏はこれから進展していく状態｣という現状か
ら、高齢社会への対応は｢地方の問題というだけでなく、
大 都 市 にお い て も大 き な 課題 で あ る｣と 結 論 付け て い ま
す。 

 柏原市は三大都市圏の一つである｢近畿圏｣に属し、高
齢人口増加率及び高齢化率も大都市圏型を⽰しています
が、高齢人口増加率は、近畿圏の高齢人口増加率より上
回っています。 

このことから、本市は近畿圏にあっても地方都市のよ
うに急速に高齢化が進む可能性が高いと考えられ、高齢
社会への対応は緊急かつ非常に大きな課題となっていま
す。 

このような状況のもと、今後も少子高齢化が進むと、
社会保障費の増加は益々顕著になります。 

しかし、この社会保障費は、経常的経費又は義務的経
費と呼ばれる経費に該当し、どうしても⽀出しなければ
ならない経費であります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

国土交通白書(2012)からの抜粋 
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前述の人口推計において高齢者人口が総人口の3割を占
めるようになると推計されています。高齢社会が進むと
⾏財政運営にどのような影響があるか、高齢者に関連す
る歳出「高齢者福祉費」の推移から調べて⾒ました。 

右のグラフ-５ は、「高齢者福祉費の推移」です。高齢
者福祉費と高齢者人口との相関関係を⽰したもので、高
齢者人口の増加と比例して高齢者福祉費は増加していま
す。 

右の グラフ-６ は、グラフ-５の内容を「高齢者の介護
や医療に関係する経費」と「それ以外の経費」に分けも
のです。平成12年の介護保険、平成20年の後期高齢医療
の制度改⾰もあって、「それ以外の経費」は、大きく減
少することになりました。 

「それ以外の経費」の中でも、平成17年の⾏財政改⾰
で、一律⽀給の敬⽼祝い⾦など敬⽼的な事業を廃⽌縮小
しており、必要な福祉サービスに精査集約した現状を勘
案しますと、今、苦慮しながら取り組んでいる「介護費
や医療費の抑制」以外で、さらなる削減は難しい状況で
す。  

※ 70歳前後から⾃⽴度が下がるというデータ(岩波新書｢⻑寿

社 会 の 科 学 と 社 会 の 構 想 ｣)も あ り 、 介 護 関 連 経 費 は 今 後 も

増 加 す る と 予 測 で き ま す 。 ま た 、 高 齢 者 福 祉 費 に は ⽣ 活 安

全 ⽀ 援 用 具 や 高 齢 者 福 祉 電 話 の 扶 助 費 も 含 ま れ て い ま す 。

平成22年度130,000千円のうち 49,000千円が扶助費です 。 

 

 

 

 

 

 

グラフ-６ 

グラフ-５ 
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§５ 人口推移と連動する歳入と歳出の費目 

柏原市の一般会計における歳入費目は以下のとおり20
費目です。 

①市税、②地方譲与税、③利子割交付⾦、④配当割
交付⾦、⑤株式等譲渡所得割交付⾦、⑥地方消費税
交付⾦、⑦⾃動⾞取得税交付⾦、⑧地方特例交付⾦、
⑨地方交付税、⑩交通安全対策特別交付⾦、⑪分担
⾦及び負担⾦、⑫使用料及び⼿数料、⑬国庫⽀出⾦、
⑭府⽀出⾦、⑮財産収入、⑯寄付⾦、⑰繰入⾦、⑱
諸収入、⑲市債、⑳繰越⾦ 

これらの歳入費目について、柏原市の人口推移と主要
財源の推移をもとに、人口増減との連動性を考察しまし
た。 

表-４ は、「柏原市の主要財源の推移」です。柏原市の
人口は平成7年頃をピークに減少しており、これに比例し
て市税も平成7年をピークに減少しています。 

しかし、市税以外は、毎年概ね同額、ここ数年概ね同
額、あるいは変動はあるものの同程度の額となっており、
人口増減に連動性はないと考えられます。 

また、柏原市の一般会計における歳出費目は、以下の
とおり12費目です。 

①議会費、②総務費、③⺠⽣費、④衛⽣費、⑤農林
水産業費⑥商工費、⑦土木費、⑧消防費、⑨教育費、
⑩公債費、⑪諸⽀出⾦、⑫予備費 

これらの歳出費目についても、歳入と同様に人口増減
との連動性を考察しました。 

 

 

 

表-４ 

（百万円） 
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表-５ は、「柏原市の歳出の推移」です。この表から歳出
の推移が各年概ね同程度の⽀出となっている費目は、議
会費、総務費、衛⽣費、農林水産業費、商工費、消防費、
公債費であることが分かります。 

また、土木費と諸⽀出⾦は事業の多少によるところが
大きく、厳しい財政状況により抑制傾向にあります。こ
れらは人口増減に連動しない費目と言えます。 

一方、市⺠に対して直接的なサービスを⾏う経費、⺠
⽣費と教育費は、人口増減の影響を受けると考えられま
す。 

次頁の グラフ-７ は「教育費と年少人口(0~15歳児)の
推移」です。年少人口に比例して教育費も減少している
ことから、人口増減に連動していると言えます。 

その下の グラフ-８ は「児童福祉費と年少人口の推移」
です。⺠⽣費のうちの「児童福祉費」について対象とな
る年少人口との相関関係を⽰したものです。 

また、次段の グラフ-９ は「⽣活保護費と人口の推移」
です。⺠⽣費のうちの「⽣活保護費」については、⽣活
保護の世帯に対して⾏われるため、柏原市の世帯(=柏原
市の総人口)との相関関係を⽰したものです。 

グラフ-８ と グラフ-９ の⼆つのグラフを⾒ると、それ
ぞれの対象人口は減少しているものの、その増減に関係
なく⽀出は極端に増加しています。 

 

 表-５ 
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 このように、児童福祉費と⽣活保護費は人口増減に連動
していないことが分かりますが、人口増減に連動してい
ないからという理由でこれらニつの費目を、今後の中⻑
期的な収⽀を⾒通すための考察から除外することはでき
ません。 

理由は、これらニつの費目の歳出に占める割合が大き
く、また経費の伸びも大きいことから、除外することは
適当と言えない費目であると考えられるからです。 

このため、児童福祉費と⽣活福祉費は、今後の中⻑期
的な収⽀を⾒通すための要素項目とし、この考察におけ
る収⽀⾒通しの算出方法としては、平成22年から平成26
年の平均伸び率を補正率として、今後の各年において対
象となる人口数にその率を乗じて算定することとします。 

グラフ-８ 

グラフ-７ グラフ-９ 
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§６ 人口増減が歳入歳出に与える中長期の影響 

歳入歳出の一般的な収⽀⾒通しは、賃⾦上昇率、年⾦
給付の⾒直しなど、幾つかの変動要因を加味して推計し
ていくところですが、この中⻑期の影響については、人
口増減が歳入歳出に与える影響に着目し算定を⾏います。 

したがって、平成27年度から平成31年度までの第2期
柏 原 市 ⾏ 財 政 健 全 化 戦 略 の 具 体 的 取 組 の 目 標 値 と す る
「短期の収⽀⾒通し」の算定とは、計算根拠や考察する
要因等が異なりますが、戦略を策定するうえで、中⻑期
スパンにおける課題の対策を検討しておくことも重要で
あり、その根拠として用いるために算定するものです。 

【歳入】 
将来人口に対し、平成25年度の個人市⺠税額を用い

て5年毎に時点の推計を⾏いました。(表-６ 参照) 

※ 算 定 式 ＝ 将 来 人 口 ×平 成 25年 度 の 年 齢 別 区 分 人 口 に お
け る 市 ⺠ 税 課 税 対 象 者 の 割 合 ×平 成 25年 度 の 一 人 当 り
税額 

平成27年度 約117,000千円の減 
平成32年度 約212,000千円の減 
平成37年度 約341,000千円の減 
平成42年度 約522,000千円の減 
平成47年度 約743,000千円の減 

となり、これをもとに中間年の影響額を平均値として
20年間の影響額を累計しますと、約75億円が減収する
⾒込となります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表-６ 
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表-７ は平成25年度の市⺠課税対象者年齢別の個人
市⺠税額です。人口増減が歳入に与える中⻑期の影響
額を算定する基準として使用しています。グラフ－１
０、グラフ－１１、グラフ－１２はこの表をグラフ化
したものです。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

グラフ－１０ 

グラフ－１１ 

グラフ－１２ 

表-７ 
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【歳出】 
将来人口に対し、平成25年度の高齢者福祉費、児童福

祉費、⽣活福祉費を用いて推計を⾏いました。(表-８ 参
照) 

※算定 式①＝将来 の高齢者人 口 ×平成25年度の高齢 者人口
における一人当り高齢者福祉費 

※算定 式②＝将来 の年少人口 ×児童福祉 費の平成22年度か
ら平成25年度の伸び率×平成25年度の年少人口における
一人当り児童福祉費 

※算定 式③＝将来 の総人口 ×⽣ 活福祉費 の平成22年度から
平成25年度の伸び率×平成25年度の総人口における一人
当り⽣活福祉費 

平成27年度 約41,000千円の増 
平成32年度 約134,000千円の増 
平成37年度 約145,000千円の増 
平成42年度 約175,000千円の増 
平成47年度 約281,000千円の増 

となり、歳入の推計と同様の方法で算出した20年間の累
計で歳出は約31億円膨らむ⾒込みとなりました。 

したがって、歳入の減、歳出の増をそれぞれマイナス
効果として考えると、人口増減が与えるマイナス影響額
は、20年間で約106億円となります。 

なお、この考察においては、公共施設の改修等インフ
ラ整備や新たなプロジェクト費用など他の歳出増の要素

を考慮していないことから、当然のことながら実際の財
政運営はさらに厳しいものとなります。 

表-８ 


